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　これまで，収益認識に関しては，いわゆる伝統的な会計観である収益費用ア
プローチのもとで一般にいわれる実現基準によってなされてきた。しかしなが
ら会計観の変化にもとづいて，また取引の複雑さにより見直しがなされてきて
いる。本論文は，最近の FASBと IASBなどの収益認識規準のプロジェクト
を中心にその変化の過程とその方向性を考察しようとするものである。
　2002 年 9 月の FASBと IASBの共同会議で，収益認識プロジェクトを共同
プロジェクトとして推進することが合意された1。そして当該プロジェクトで
は，収益の認識に関する包括的な基準を開発することが目標とされ，伝統的な
収益の認識規準である「実現稼得過程アプローチ2」を破棄し，「資産負債アプ
ローチ」にもとづいて収益の認識規準を組み立てる方向が示されている3。
1　山田辰己「IASB第17回会議」『企業会計基準委員会／企業会計基準機構サイト　国際関係
－ IASB会議　http://www.asb.or.jp/html/iasb/minutes/20021023_017.php（以下，『 』内を
表示URL（Uniform Resource Locator）のみで注記する）』参照。
2　「実現・稼得過程アプローチの特徴は，販売時点で利益が稼得され，実現すると仮定するこ
とである。収益費用中心観は実現・稼得過程アプローチと整合的なアプローチではあるが，
収益費用中心観の論理的な帰結として実現・稼得過程アプローチが採用される訳ではない。
両者の関係は，実現・稼得過程アプローチは複数の認識方法の中で，製品（商品）の市場で
の実現と稼得過程の完了を収益の決定的事象とするアプローチであるとの理解が必要であ
る。」徳賀芳弘「資産負債中心観における収益認識」『企業会計』第55巻第11号 ,2003.11.p.38。
3　山田辰己 ,「同上」。            
ところでここで，(1)収益認識上の資産負債アプローチとはどのようなもので
あろうか，(2)それにどのような意味があるのであろうか，(3)それがどのよう
な情報価値をもたらすのであろうか (4)果たして，このような規準の設定が可
能なのであろうか，という基本的な疑問が生ずる。
　本稿では，これらの解明を試みるため，共同プロジェクトの進行中の議論と
会計上の理論を整理しながら，収益認識に関する基本的な検討をおこなう。さ
らに，現行の当該プロジェクトが擁している問題点を提起するとともに，収益
認識に関する今後の展望を考察したい。
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　近年の米国における収益認識を巡る問題解消の取り組みの端緒となったのは，
1999 年の SECによる，「SAB101（スタッフ会計広報「財務諸表における収益
認識」4）の公表である。SAB101 の公表の背景は COSO5の「1987 ～ 1997 年の
分析では，財務諸表の不正の半数以上が収益の誇張であるとの研究報告を受け
て (Summary)」にある。さらに，SAB101 では「権威のある既存文献6」にはな
い収益の認識規準は，FASBの概念フレームワークの規定に準拠すべきである
との見解を示している。さらには具体的に，「①契約の存在を示す明確な証拠が
存在している，②引渡しが完了した，もしくはサービスを提供した，③買い手
に対する売り手の価格が固定しているか決定しているか，④回収可能性が常識
的に確信があるか (A.1)」の 4つの規準を列挙していることから SECが SAB101
により施した処置は，収益認識に関して SFACNo.5 に記述されている「(a)実現
4　SEC, Revenue Recognition in Financial Statements，Staff Accounting Bulletin
No.101,1999.
5　トレッドウェイ委員会支援組織委員会（the Committee of Sponsoring Organization of
the Treadway Commission）
6　「権威のある既存文献」は，SAB101 A.1に例示してある。           
したまたは実現可能および (b)稼得される（par.83）7」とした，広義の実現・稼
得概念に依拠した実現稼得過程アプローチの採択を意味しているものと解釈で
きる。しかしながら，SAB101 は「それは即刻適用開始される予定であったが，
産業界の反対に阻まれ，予定よりもほぼ 1年遅れの 2000 年第 4半期より実施さ
れ，しかも真剣に受け止めない経営者が少なからずいたようだ。8」という事実
から見られるように，包括的な収益認識のGAAPとはならなかった。
　このような経緯の中で，FASBは 2002 年 3 月に「収益と負債の認識」をア
ジェンダとして FASB[2002a9]を公表した10。FASB[2002a]においてその論点
項目をもって「The Gap Between Broad Conceptual Guidance and Detailed
Authoritative Literature（ｐ .1）」と表示して，FASBの概念フレームワーク
と「詳細な権威のある文献11」の間にギャップがあることを主張している。そ
の理由として，権威のある文献は，特定の業務や産業の狭い範囲の中で詳細な
実施ガイダンスを，その場しのぎで提供してきた結果であるとして，そのギャッ
プとは「権威のある文献間で指針が統一していない」ことが原因であると明
示している。そして SAB101 で採用している SFAC No.5 に定義された「実現
または実現可能かつ稼得 (par.83)」という定義を否定し，当該プロジェクトで
は「SFAC No.6 では，収益は期中の資産と負債の変動であると定義されてい
7　FASB,Statement of Financial Accounting Concepts No.5,Recognition and Measurement 
in Financial Statements of Business Enterprises,1984,平松一夫・広瀬義州訳『FASB財務
会計の諸概念』増補版 ,中央経済社 ,2002年。
8　藤田敬司「収益認識の実務とフレームワーク̶米国SAB101号にみる ,企業の早期収益認識
とSECによる抑制の論理̶」『立命館経営学』第41巻第6号 ,2003.3,p.38。
9　FASB, ISSUES RELATED TO THE RECOGNITION OF REVENUES AND 
LIABILITIES, Proposal for a New Agenda Project, March 29, 2002.
10　こうした流れの中には，米国経済を震撼させた会計不祥事が大きな要因となっていること
も周知の事実である。
11　「詳細な権威のある文献等」とは，Accounting Principles Board (APB) Opinions, FASB
Statements, American Institute of Certified Public Accountants (AICPA) Audit and Ac-
counting Guides, AICPA Statements of Position (SOPs), FASB Interpretations, Emerg-
ing Issues Task Force (EITF) Issues, Securities and Exchange Commission (SEC) Staff
Accounting Bulletins.　を指している。（p.1）           
る。（p.2）」との主張に見られるように，実現規準の放棄を示唆しているので
ある12。つまり FASBでは，収益認識をめぐる問題として，「概念フレームワー
クの内的な矛盾の存在」とみることができる問題を包含しながら，概念的に資
産負債アプローチの採用を模索しているという背景が確認できる。
　しかし一方で時期を同じくして，AICPAからは「SOP 97-2（ソフトウエ
アの収益認識）13」，SECからは，「SAB101FAQ14」，「EITF No.99-1915（「収
益の報告̶主たる取引業者としての総額表示対代理店としての純額表示」）」，
「EITF No.00-2116（複数引渡可能契約に関する収益）」等による検討から，
「SAB104（スタッフ会計広報「収益認識」）17」が公表され，実務的な収益認
識規準が示されているが，これらの内容は FASBが模索している資産負債ア
プローチによるものではなく，稼得実現過程アプローチにより収益の早期・過
大計上を防止しようとする規準となっている18。
　このように米国では，収益認識規準において，前述した概念フレームワーク
の内的な矛盾の存在に加え，包括的でしかも論理一貫した会計基準がないとい
12　SFAC No.6では，収益の定義について「収益とは，財貨の引渡もしくは生産，用益の提供，
または実体の進行中の主要なまたは中心的な営業活動を構成するその他の活動による，実体
の資産の流入その他の増加もしくは負債の弁済（または両者の組み合わせ）である。（par78）」
とし，その特徴は「収益は，実体の進行中の主要なまたは中心的な営業活動の結果として発
生したかまたは発生するであろう実際のキャッシュ・インフローまたは期待されるキャッ
シュ・インフロー（またはその等価額）(par.79)」と述べられている。
13　AICPA,Statement of Position 97-2,Softwere Revenue Recognition,1997.
14　SEC, SAB101FAQ-Frequenctry Asked Question and Answers, Staff Accounting
Bulletin No.101,2000.
15　FASB,EITF issue No.99-19,Reporting Revenue Gross as a Principal versus Net as an 
Agent,2000.
16　FASB, EITF issue No.00-21,Revenue Arrangement with Multiple Deliverables,2003
17　SEC, Revenue Recognition，Staff Accounting Bulletin No.104,2003.
18　これらに関しては，以下の論文を参考にした。尹志徨「新たな取引形態に関する収益認
識規準について―日米新収益認識規準の比較と問題点の検討―」『青山経営論集』第41巻１
号 ,pp-319-341,2006.7。
　　尹志徨「米国基準における複数構成要素契約の収益認識・測定方法について」『青山経営
論集』第42巻第1号 ,pp157-174,2007.7。           
う問題が背景にあるといえるであろう。
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　IASBにおける収益の定義および認識は，「財務諸表の作成および表示に関
するフレームワーク19（以下，『フレームワーク』）という」と「IAS18（収益
の認識）20」に規定されている。
　フレームワークにおいては，収益の定義を「収益とは，当該会計期間中の資
産の流入もしくは増価又は負債の減少の形をとる経済的便益の増価であり，持
分参加者からの拠出に関連するもの以外の持分の増加を生じさせるものをいう
(par.70(a))」と規定されている。また，収益の認識について「収益は，資産の
増加又は負債の減少に関連する将来の経済的便益の増加が生じ，かつ，それを
信頼性をもって測定できる場合に，損益計算書に認識される。これは，要するに，
収益は，資産の増加又は負債の減少（例えば，財貨若しくは役務の販売によっ
て発生する資産の純増加，又は支払債務の免除から発生する負債の減少）の認
識と同時に認識されることを意味する。(par.92)」と規定されており，収益は，
資産と負債の変動もとづき，収益の認識を行う，すなわち，「資産負債アプロー
チ」を採用するものとして明記されている。
　さらに実務上，収益を認識するために採用される通常の手続に関しては，例
えば，「収益は稼得されなければならないという要請は，本フレームワークに
おける認識規準を適用したものである。かかる手続は，収益として認識する項
目を信頼性をもって測定でき，かつ十分な確実性の度合を有するものに限定す
ることに向けられている。(par.93)」と述べ，収益の認識に関する現実の適用
19　 IASC, Framework for the Preparation and Presentation of Financial Statement ,1989
　邦訳：『国際会計基準書2001』日本公認会計士協会国際委員会 ,同文館 ,2001.6。
20　IASC, IAS 18 Revenue Recognition (revised as part of the 'Comparability of Financial
Statements' project based on E32).
邦訳は『国際会計基準と日本の会計実務 [新版 ]』神戸大学 IFRSプロジェクト・あずさ監査法
人 IFRSプロジェクト ,同文舘 ,2005,11。           
に関する考え方も示している。
　したがって，収益認識のための手続きは，「構成要素の定義を満たす項目は，
以下の場合に認識しなければならない。当該項目に関連する将来の経済的便益
が，企業に流入するか又は企業から流出する可能性が高く；かつ　当該項目が
信頼性をもって測定できる原価又は価値を有している場合。(par.83)」という
認識規準により，概念上は資産・負債アプローチを採用しながら，手続上は実
現稼得過程アプローチの制限を加えているため，フレームワークそのものに矛
盾を内包したものとなっている。
　また，フレームワークでは，「収益」および「利得」について次のように定
義している。広義の収益（income）は，「狭義の収益（revenue）と利得（gain）
の両方が含まれており，利得は，広義の収益の定義を満たす狭義の収益以外の
項目を表し，企業の通常の活動の過程において発生するものと発生しないもの
とがある。利得は，経済的便益の増加額を表しており，その点では本質的に狭
義の収益と相違はない。したがって，収益と利得とは，フレームワークでは
別個の要素を構成するものとしては考えていない。(par.74 ～ 75)としている。
またさらに利得には，「例えば，非流動資産の処分から発生する利得などが含
まれる。収益の定義には，未実現利得も含まれる。例えば，市場性のある有価
証券の再評価及び固定資産の帳簿価額の増加から発生する未実現利得などであ
る。利得が損益計算書に認識される場合には，その情報が経済的意思決定を行
うために有用であるため，利得は，通常は別個に表示される。利得はしばしば，
関連費用を控除後の純額で計上される。（par.76）」ということからうかがい知
れるように，FASBでは，SFAC No.6　par.82 で収益と利得を明確に分離し
ている。それに対して，上述したように IASBのフレームワークでは，利得を
広義の収益に含めていることに特徴がみられる21。
21　これは，未実現利得を利得に含めているため，米国基準でいうところの，「稼得利益」が
表示されない結果となる。このことは，伝統的な会計の利益概念との相違が顕著である。つ
まり，収益認識の問題は，利益概念の議論と密接に結びついていると理解できる。　           
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SFAC　No.5　par.44（簡略化した） IASB　フレームワーク
＋　収益
－　費用
＋　利得
－　損失　　　　
＝　稼得利益
＋その他包括利益
＝　包括利益
＋　広義の収益（income）
　　　狭義の収益（revenue）
　　　利得（gain）
－　広義の費用（expenses）
　　　狭義の費用（expenses）
　　　損失（losses）　　　　 　
＝　　包括利益
　さらに，収益認識の個別基準である IAS 18 においてその適用範囲を，(a)物
品の販売，(b)役務の給付，(c)企業資産の第三者による利用（利息，ロイヤリティ
および配当を生ずるもの）の 3つに限定列挙したうえで (par.1)22，適用範囲に
列挙される会計処理に区分して，それぞれの認識基準を規定しているが，概ね
実現稼得過程アプローチにもとづくものであるとみることができる23。
　以上より，IASBにおいても，FASBなどの内情と同様に，資産負債アプロー
チが収益認識の基本概念でありながら，「概念フレームワークに内在する矛盾」
を有しながらさらに「包括的な会計基準が未設定」であるという事情を抱えて
いることが確認できるのである。
22　ただし，直接的に工事契約に関連した役務契約から生ずる収益は，IAS11「工事契約」が
適用される (par.4)。また，以下の項目から生ずる収益は IAS18の適用範囲から除外してい
る (par.6)。
　(a)リース契約（IAS17「リース」を適用），(b)持分法により会計処理される投資から生ずる
配当（IAS28「関連会社に対する投資の会計処理」を適用），(c)保険会社の契約，(d)金融資
産および金融負債の公正価値の変動またはその処分（（IAS39「金融商品：認識および測定」
を適用）），(e)その他の流動資産の価値変動，(f)農業活動に関連する生物資産の当初認識お
よび公正価値変動（IAS41「農業」を適用），(g)農産物の当初認識（IAS41「農業」を適用），
(h)鉱物の採取
23　詳細は，上述 IASのpar.14,par.20,pars.29-30を参照。           
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　本節では，実現稼得過程アプローチと資産負債アプローチの相違点を整理す
るため，これら 2つのアプローチの相違をどのように想定していたのか，共同
プロジェクトの初期段階において公表された説例 FASB[200324]から検証する
ことにする。
ޣ⸳ޓ଀ޤ
（一部，筆者が簡略化した。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 CU：通貨単位
　小売業者 Xは，製造業者から 250 CUで仕入れたテレビを，300CUで販
売している。そして，100 CUで製造業者の 1年保証に加え，2年の延長保
証サービスをつけている。徴収した保証料の払い戻しはしない。小売業者 X
は，延長保証サービスを自ら行う事も第三者業者に委託することも可能であ
る。過去の経験指標値から，10 台に 1 台は延長保証サービス期間内に修理
または交換の必要が生じ，その平均増分原価は 140 CUである。ただし，第
三者業者は 1契約あたり 30 CUで保証サービスを行う。2002 年 6 月 1 日に，
小売業者 Xは 10 台の保証サービス付のテレビを販売し全額回収した。
小売業者 Xは，6月 1日にいくらの収益を認識すべきか？
　この例示の焦点は，小売業者 X が延長保証サービスを「第三者業者に委託
する場合（Case A）」と「自社で行う場合（Case B）」の 2つの行動の選択で
ある。これを踏まえて，「実現稼得過程アプローチ」と「資産負債アプローチ」
にもとづく収益認識規準で各々の算定値を FASB[2003]の解説を交えながら比
較する。（以下，通貨単位は省略する）
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　SFAC No.5 では，収益を「実現または実現可能かつ稼得」を要件としている。
24　FASB, Case in Point: Consumer Electronics Retailer, THE REVENUE RECOGNITION
PROJECT, 2003.
25　Ibid., pp.2-3.            
延長保証サービスがテレビとセットで販売され，代金を全額回収しており，返
済の払い戻し義務がないことから，「実現基準」は満たされている。「稼得基準」
は Case A（他社委託）と Case B（自社保証）では異なる。つまり，延長保証
サービスの部分については，Case A（第三者保証）は，第三者業者にその対
価として保証料を支払っていることから，SFAC No.5 に述べられているとこ
ろの「・・・企業が収益によって表現される便益を受け取るにふさわしい義務
を，事実上，果たしたときに，収益は稼得されたとみなされる・・・（par.83b）」
という定義に合致することから，小売業者 Xの義務は第三者業者に移転した
ものとして，稼得基準を満たすことになる。一方，Case B（自社保証）では，
当該延長保証サービスの期間が満了となるまで，稼得基準は満たされてはいな
い。したがって，実現稼得過程アプローチにおける収益の認識額は，Case A（第
三者保証）では 4,000[＝ @(300+100)× 10]であり（ただし第三者への外部委
託保証料を加味すれば，3,700[＝@300×10+@ (100－30)×10]となる）であり，
Case B（自社保証）ではテレビ部分のみの 3,000[＝ @300 × 10]が認識される。
　このように，実現稼得過程アプローチでは延長保証サービスを第三者に委託
するか，自社でおこなうかにより，収益額が異なるという現象が生じる。こう
した「経営者の将来の行動の意図に依存26」により収益の額を操作可能にして
いることが実現稼得過程アプローチへの批判の原因となっている。
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　資産負債アプローチは「資産と負債の変動に焦点をあてており，取得された
資産と生じた負債は公正価値で測定され，その後の活動がどのように行われる
かが，既に行われた活動について収益の認識に影響を与えることはない。28」
というように，延長保証サービスを第三者に委託するか，自社で行うかの経
26　Ibid., p.2.
27　Ibid., pp.3-4.
28　Ibid., p.3.            
営者の選択に関係なく，公正価値で測定されるため，Case A（他社委託）も
Case B（自社保証）のいずれの場合でも収益の額は同額となる。すなわち，
取得した資産は，既回収の現金 4,000[＝ @(300+100)× 10]，生じた負債は，
将来の義務である保証の 300[＝ @30 × 10]（「第三者が課す，信頼できる価
額29」）であるから，収益額は資産が負債を超過する分の 3,700[4,000 － 300]と
なる。
　以下，図表 2が両アプローチにより認識される収益額の相違である。
࿑⴫ ޓਔࠕࡊࡠ࡯࠴ߦࠃࠆ෼⋉ߩ⹺⼂㊄㗵
アプローチ
Cases
現行のアプローチ
（実現稼得過程アプローチ）
将来のアプローチ
（資産負債アプローチ）
Case A（第三者保証） 4,000　or　3,700 3,700
Case B（自社保証） 3,000 3,700
出所：FASB[2003],p.4　筆者一部修正
ޓ଀␜ߩᬌ⸛
　次に，FASB[2002 ｂ30]，FASB[2003]の解説を確認しながら，両アプローチ
により算定される利益について見てみる。
ታ⃻Ⓙᓧㆊ⒟ࠕࡊࡠ࡯࠴ߩ႐ว
Case A（他社委託）
　（2002 年 6 月 1 日）
　　　利益 1,200　＝　収益 4,000 －（仕入原価 2,500 ＋外部委託保証料 300）
として，1,200 利益が算定される31。
29　Ibid., p.3.
30　FASB, THE REVENUE RECOGNITION PROJECT, The FASB Report, December 24,
2002.
31　ただし，収益認識額に外部委託保証料を加味したとしても，
　利益1,200　＝　(収益4,000－外部委託保証料300）－仕入原価2,500となるので，算出利益
は変わらない。            
　しかし，Case B（自社保証）で認識される収益は 3,000 であり，ここでは保
証料として回収した現金 1,000 は繰延収益とされ，保証の期間に渡って取り崩
されることとなるため，
Case B（自社保証）
　（2002 年 6 月 1 日）
　　　利益　500　＝　収益 3,000　―　仕入原価 2,500
　（2003 年 6 月 1 日～ 2004 年 5 月 31 日）
　　　利益　860　＝　繰延収益取崩額 1,000　―　平均増分原価 140
　　　対象期間合計利益 1,360　＝　500　＋　860
となる。
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　資産負債アプローチにおいては，繰延収益を認識することがないため，2つ
のどちらのケースであっても 2002 年 6 月 1 日に認識される収益 3,700 であり，
テレビの仕入原価 2,500 であるから算定される利益はともに 1,200 となる。
　したがって，繰延収益を認識する場合とそうでない場合における対象期間の
収益認識と合計利益を比較すれば，図表 3のとおりとなる。
࿑⴫ ޓ➅ᑧ෼⋉ߣว⸘೑⋉ߩ㑐ଥ
繰延収益 2002 年 2003 年 2004 年 合計利益
認識する 500 500-140 ＝ 360 500 1,360
認識しない 1,200 0 0 1,200
金額は，利益額である。
※ただし，2003 年に保証請求 140 があったものとし，繰延収益取崩額 1,000 は 2 年で按
分した。            
　この例示にみられる特徴は，SFAC No.5 と SFAC No.6 を対比したうえで，
前者から後者への変化させているようにみることができるが，次の論点がある
ように思われる。
　ひとつは，実現稼得過程アプローチにおいて実現基準そのものが収益の認識
額に影響を与えているのではなく，稼得基準がこれに影響を与えていることで
ある。稼得基準は，SFAC No.5 で「・・・企業が便益を受ける義務を受ける
にふさわしい義務を，事実上，果たしたときに，収益は稼得されたとみなされ
る。・・・（par.83b）」であるため，現金の回収がこの要件に直接結びつくもの
ではない。したがって，稼得基準を満たさないものは繰延収益として認識され
るという論理である。SFAC No.6 では，負債を「負債とは，過去の取引また
は事象の結果として，特定の実体が，他の実体に対して，将来，資産を譲渡し
または用役を提供しなければならない現在の債務から生じる，発生の可能性の
高い将来の経済的便益の犠牲である。(par.35)」と定義されていることから，
繰延収益は負債の定義を満たすものではない32。つまり，ここにおける議論で
は，稼得基準と繰延収益を関連づけ，概念フレームワークに不整合が生じてい
るとの観点から，現行の収益の認識規準である実現稼得過程アプローチの欠点
を指摘し，資産負債アプローチによる新たな収益認識規準設定の必要性を示し
ていると考えられる。
　もう一つの論点は，「経営者の意図」が介入する余地があることである。事
32　しかし，この例示に挙げられた問題について，「収益認識プロジェクトでは，条件付債務
は現在の債務ではないので，負債ではないと解釈されているが，多くの場合，条件付債務は
無条件付債務をともなっており，この無条件付債務は負債の定義を満たすとされている。製
品保証期間中いつでも製品保証を行うという待機状態でいることは無条件付債務（現在の債
務）を負っていることを意味し，実際に欠陥が生じた場合にそれを補修するという債務は，
製品の欠陥の発生を条件として生じる条件付債務であるとされる。このような場合には，保
証期間中いつでも製品保証を行うという待機状態は，無条件付債務に該当し，負債として認
識すべきものとされ，この無条件債務を測定する際に，将来製品に欠陥が生じる可能性が考
慮される。」と明快な指摘もある。
　田中健二「会計基準の国際的統合とわが国の対応」国際会計研究学会『国際会計学会年報
2006年』2006，pp.43-44。            
実上，実現稼得過程アプローチのもとでは，延長保証サービスを外部委託する
か自己保証をするかという選択は経営者の判断により決定する。しかも，その
選択は 1年間の猶予期間をもって経営者が決定することができる33。つまり，経
営者の裁量により収益の認識と測定が決定されることから，利益操作の余地を
含んでいるという現行実務への批判として，FASBがこのアジェンダを提起し
たのも理解される。これに対して，資産負債アプローチでは，延長保証サービ
ス自体を第三者委託，自社保証に関わらず保証をおこなう義務として，そこで
生じた負債を公正価値で測定している。これがはたして，再三述べているよう
に負債の定義に合致するか否かは疑問である。たしかに，「経営者の意図」が介
入する余地は少ないが，このケースのみで収益の認識規準を資産負債アプロー
チに依拠するというのは，あまりにも論拠が弱いとしかみることができない。
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　共同プロジェクトでは，つぎの段階として収益の定義を設定する作業が行わ
れている。そして，そこでは以下の 4つが検討されている34。

 ᵹ౉✚㗵⺑（Gross Inflow View）：
　収益は，「報告企業の顧客から受け取った対価で報告企業が支配を取得して
いるもの」とされる。言い換えると，収益とは，締結された契約価格，顧客が
支払った金額又は報告企業が受け取った金額となる。

 ⽶ௌᶖṌ⺑（Liability Extinguishment View）：
　この説に基づくと収益は，「報告企業が主として義務を負っている履行義務
の消滅によって生じる報告企業の負債の減少」とされる。履行義務は，1.報告
企業自身が直接商品やサービスを提供するか又は 2.報告企業に代わって第三
者が間接的に提供するかのいずれかによって消滅する。
33　FASB[2002b],pp.6-7　FASB[2003],p4.
34　山田辰己「IASB第24回会議」
　http://www.asb.or.jp/html/iasb/minutes/20030520_024.php.           

 ઃടଔ୯⺑（Value Added View）：
　この説に基づくと，収益は，「原材料やサービスの形で報告企業が第三者か
ら購入した報告企業の投入物のコストが，商品やサービスの形で報告企業が産
出した価値を上回るもの」とされる。

 ᐢ⟵ጁⴕ⺑（Broad Performance View）：
　最後にこの説において収益は，「究極的に顧客に引き渡される製品（商品や
サービス）の提供に必要不可欠な活動を企業自身が行うことによって生じる報
告企業の資産の増加又は負債の減少」とされる。
　共同プロジェクトでは，これらのうち，最終的には負債消滅説を焦点として
議論が展開されている。
　負債消滅説では，履行義務の消滅により報告企業の負債が減少するという定
義であるが，この考え方のもとでは履行義務の測定方法が議論の前提となる。
測定上の選択肢として，（1）企業自らがこれを履行するときにかかると予測さ
れる費用，(2)履行義務の公正価値が考えられている。結果としてプロジェク
トは，「報告主体が見積もる費用は，将来の事象によって発生すると見込まれ
るものであり，観察可能な現在の金額ではないが，信頼できる第三者に法的に
履行義務を譲渡する場合の公正価値は，たとえ一部の要素を現在の価格をベー
スとして見積らなければならないとしても現在観察可能な金額であり，企業が
見積もる費用の方が公正価値より信頼できるとはいい難い。35」という理由で
公正価値により測定することに決定した。
　つぎに，履行義務の公正価値の決定方法をどのようにするかが検討課題とな
るが，以下に 2つの考え方について検討されている36。

C ᴺ⊛⸃᡼㊄㗵㧦
　企業に残存するすべての債務を履行する法的な責任を引き受けてもらうため
35　山田辰己「IASB第35回会議」
　http://www.asb.or.jp/html/iasb/minutes/20040518_035.php.
36　山田辰己 ,同上。            
に，測定日において第三者に支払われなければならない価格。

D 㘈ቴኻଔ㗵㧦
　顧客より企業に支払われた，あるいは支払われるべき対価に基づく金額。
　結果としてプロジェクトは，概念上，公正価値により測定されなければなら
ないということで暫定的に合意した。この点に関しては，「この理由はかなら
ずしも明らかではないが，公表されている資料を見る限り，同時進行中の公正
価値測定プロジェクトを意識していたと思われる。37」というような見方がな
されている。
　こうした考え方に対して，「ここで，共同プロジェクトは大きな問題に遭遇
することとなる。・・・・履行義務を法的開放金額で測定することになると，
顧客に対する請求額（契約額）は履行義務の法的解放金額よりも大きいのが普
通であるので，契約した時点で直ちに販売利益（selling revenue）が認識さ
れることとなる。しかしこれはこれまでの収益認識の考え方や実務と明らかに
異なり・・・38」という指摘があるように懸念が表明されているのも事実であ
る39。この後，共同プロジェクトは，2004 年 10 月の共同会議以後，一時中断
することとなった。
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　共同プロジェクトは，これまでの議論の紆余曲折を経て，2007 年 10 月に「測
37　万代勝信「収益認識プロジェクトの概要」『企業会計』第60巻第8号 ,2008.8p.20。
38　万代勝信 ,「同上」p.20。
39　山田辰己「IASB第36回会議」
　http://www.asb.or.jp/html/iasb/minutes/20040720_037.php.
　　日本の企業会計基準委員会（ＡＳＢＪ）の中には，本プロジェクトで採用されている資産
負債アプローチに基づく収益認識のためのルール作りに懸念（議論の前提が現実を踏まえて
いない，財貨・サービスの引渡し前に収益を認識することになるアプローチは企業実態を反
映しないといったもの等）があり，現在の議論は時間と資源を浪費していると考えられるこ
とから本プロジェクトを中止すべきとの意見がある。・・・           
定モデル40」「配分モデル」の 2つのモデルを公表している41。本節では，近年
の当該プロジェクトの議論の成果である配分モデルについて IASB[200842]で
示された説例をもとに，現行 USGAAPにおける処理と，当該モデルにおける
処理を比較しながら検討を加えたい43。
ޣ⺑ޓ଀ޤ
（一部，筆者が簡略化した。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 CU：通貨単位
　小売業者 Yは，1年の法定保証付テレビを通常 2,000 CUで販売している。
そして，2年間の延長保証をオプションとして 400 CUで販売している。
　しかし，今回はテレビと 2年間の延長保証をセットで 2,300 CUで特売を
実施した。その結果，2007 年 12 月 31 日に，2,300CUを 20 台販売した。
　また過去の修理実績より，保証期間の 3 年間で修理の請求があるのは
20％であることから，4件の修理請求があるものと見積もった。
　その内訳は，
　1年目（2008 年）に 1件　2年目（2009 年）に 1件　3年目（2010 年）に
2件である。
　そして，実際には 1年目（2008 年）に 1件　2年目（2009 年）に 2件　3
年目（2010 年）に 2件　の修理請求があった。
　　　　　（以下通貨単位は省略）
40　本稿では，共同プロジェクトでは「測定モデル」について明示的な資料を公表していない
ためこれについての詳述と検討は割愛する。
　　「測定モデル」については，浦崎直浩「収益認識の測定アプローチの意義と課題」『企業会
計』第60巻8号 ,2008.8pp.26-36.に詳しく論述されている。
41　なおFASBは，「Revenue Recognition̶Joint Project of the IASB and FASB
　: http://www.fasb.org/project/revenue_recognition.shtml.（Last Updated: August 1,
2008）」
　で，配分モデルの採用を意図しているように公開している。
42　IASB,”Examples - Customer Consideration model compared with existing practice
(Agenda paper 2D)”,INFORMATION FOR OBSERVERS, Revenue Recognition,
January 2008.
43　本節の検討にあたり，山田康裕「配分アプローチの問題点」『企業会計』第60巻8
号 ,2008.8pp.37-47が詳しく論じている。           
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基準額 加重平均値引額 対価配分額
テレビおよび法定保証 2,000 83.33 1,917
延長保証 400 16.67 383
合計 2,400 （100） 2,300
出所 IASB[2008]par.22
（2007 年 12 月 31 日）
　　現金　46,000　／　収　　益　38,340（＝ 1,917 × 20 台）
　　　　　　　　　　 繰延収益　7,660
2 年目に 1件　3年目に 2件の修理請求があると見込んでいる。
（2009 年 12 月 31 日）
　　繰延収益　2,553（＝ 7,660 × 1/3）　／　収益 2,553
（2010 年 12 月 31 日）
　　繰延収益　5,107（＝ 7,660 × 2/3）　／　収益 5,107
㈩ಽࡕ࠺࡞ߩ႐ว
基準額 加重平均値引額 対価配分額
テレビ 1,975 82（＝ 100 × 1,975 ÷ 2,400） 1,893
法定保証 25 1（＝ 100 × 25 ÷ 2,400） 24
延長保証 400 17（＝ 100 × 1 ÷ 2,400） 383
合計 2,400 （100） 2,300
出所 IASB[2008]par.7
※ただし，テレビの代金 2,000 のうち 25 が法定保証に対応する分であると小売業者 Y
が自ら見積もったものとする（筆者）。
（2007 年 12 月 31 日）
　　現金　46,000　／　契約負債（テレビ）　　37,860（＝ 1,893 × 20 台）
　　　　　　　　　 　契約負債（法定保証）　　 480（＝ 24 × 20 台）
　　　　　　　　　 　契約負債（延長保証）　 7,660（＝ 383 × 20 台）
　　　　　　　　　　 契約負債（テレビ）　 37,860　／　収益　37,860           
（2008 年 12 月 31 日）
　　契約負債（法定保証）　480　／　収益　480
（2009 年 12 月 31 日）
　　契約負債（延長保証）　2,553（＝ 7,660 × 1/3）　／　収益　2,553
（2010 年 12 月 31 日）
　　契約負債（延長保証）　5,107（＝ 7,660 × 2/3）　／　収益　5,107
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契約時 第 1年度 第 2年度 第 3年度 合計
現行実務 38,340 -- 2,553 5,107 46,000
配分モデル 37,860 480 2,553 5,107 46,000
出所：IASB[2008]pars. 18and30
　図表 4から明らかなように，現行実務（実現稼得過程アプローチ）と配分モ
デルによる収益認識額の違いは，現行実務では契約時にテレビ自体の販売額
37,860 と法定保証額 480 を合わせた 38,340 が認識されるのに対して，配分モ
デルではこれらのうち，法定保証額がその保証期間が満了になった第 1年度に
収益が認識されることにある。つまり配分モデルでは，履行義務の完了（すな
わち経済的資源の譲渡）の発生をもって，契約負債が減少したものとして負債
の減少すなわちストックに変動が生じたものとして，収益を認識するのである。
　しかしここで，次の問題点が生じる。
(1) 1 年間の法定保証が小売業者 Yに課されているとした場合，契約時に受領
した保証額 480CUは小売業者 Yの推定によるものであり，この測定値の根
拠をどのように担保するのか。
(2) 現行実務と配分モデルにおいて，第 2年度と第 3年度の負債消滅額は，両
者とも同一であり，両者ともその額は小売業者 Yの見積もりにより決定さ           
れたものである。
　これらは，配分の手続きにおいて経営者の裁量の余地があることが実現稼得
過程アプローチの欠点であるとして批判されていたものである。そこで資産負
債アプローチによる収益認識規準を新たに設定することが初期段階の共同プロ
ジェクトでの FASBと IASBの共通認識であったはずであるが，配分モデル
ではその基準設定までにいまだ至っていない。
　さらに，履行義務の遂行（負債の消滅）を示す要件が，実現稼得過程アプロー
チと類似しており，実質上フローがストックの変動を規定している。したがっ
て配分モデルでは，ストックの変動のすべてが認識されるのではなく，履行義
務の遂行に伴うフローによって限定されたストックの変動が認識されるにすぎ
ないという指摘がなされている。それゆえ，配分モデルは，資産や負債の変動
によって収益を認識するための資産負債アプローチにもとづくといわれるもの
の，実現稼得過程アプローチにおける実現基準や稼得基準というフローの認識
基準によって認識される収益をストックという視点からみているにすぎないと
の批判もみられる44。つまり配分モデルでは，「繰延収益」が「契約負債」と
科目の名称を変えているだけであるとみることができるし，さらに実現稼得過
程アプローチにおける「収益」を「履行義務」，「稼得過程」を「履行義務の消
滅」と称しているだけではないかと批判されても仕方がない。したがってこれ
らの点から，資産負債アプローチによって認識されているかということに関し
て理論上問題があるところである。
44　山田康裕，「同上」p.44。            
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　これまでみてきたように，共同プロジェクトが資産負債アプローチによる収
益の認識規準の新たな設定を目指す理由のひとつとして，実現稼得過程アプ
ローチでは負債の定義を満たさない繰延収益が貸借対照表上に計上されて報告
されているとういうものである。この関係は K.Schlipperの以下の所説からも
うかがい知れるものである45。
　「現行実務を記述したにすぎない SFAC No.5 の認識原則は，SFAC No.6 に
おける財務諸表の諸構成要素の定義と矛盾する。たとえば，SFAC No.5 の「稼
得過程の完了（the“completion of earnings process”）」という指摘にみられ
るように，認識規準を適用することに関して，負債ではない繰延収益を計上す
るという問題がある。その上，基準設定概念として「稼得過程」を用いることは，
異なった稼得過程がそれぞれ独自の収益認識規準を持ちうることを意味するも
のであり，このことは，新しい事業モデルがそれに付随する稼得過程とともに
創出されるにつれ，収益認識のための会計指針の量がほとんど際限なく増える
原因となりことを意味する。収益認識に関する FASBの当面のプロジェクト
のひとつの目標は，SFAC No.5 に由来する「稼得過程」原則と SFAC No.6 に
おける資産・負債の定義との間の矛盾を消滅させることである。（一部筆者加
筆修正）」したがって，K.Schlipperの所説が意味するところは，概念フレー
ムワークの内的矛盾の解消に対する論拠である。
　したがって，津守教授の「21 世紀への転換点における会計実務の新しい特
徴の 1つは，収益認識と収益表示をめぐる問題が改めてクローズアップされた
ことである。46」という指摘は，こうした問題の重要性を端的に表すものとなっ
ている。
45　Schlipper,K., Commentary: Principles Based Accounting Standards ,Accounting 
Horizons Vol.17,No.12003,p63.
　　邦訳は，津守常弘「収益認識をめぐる問題点とその考え方」『企業会計』第55巻11号
2003.11，p.22　を利用した。
46　津守常弘 ,「同上」p.18。            
　また，これまでの検証より実現稼得過程アプローチには経営者の裁量が介入
する余地があることが問題点とされていることであった。
　本節では，以上の問題点についてこれらを取り扱う代表的な論稿に依拠しな
がら考察を加えたい。
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　周知のように「実現・稼得」概念は，Paton and Littletonの『会社会計基
準序説』において収益は，「営業の全過程によって，経営努力の全体によって
稼得される。収益は生産物が現金または他の有効な資産に転化されることに
よって実現される。48」ものである。稼得とは，「実現と混同されてはならない，
通説的な見解にしたがえば，収益は現金の受領や，受取債権その他の新しい流
動資産で立証されたときに初めて実現されることになる。49」であり，アメリ
カ近代会計学の根幹を支える概念であった。ここで，「実現」と「稼得」との
関係は複式簿記にもとづく会計計算の構造上重要な意味をもつ。
　以下に，極めて単純な営業循環モデルを例示する。
(1)　仕　入
(2)　現　金
100
120
現　金
売　上
100
120
(3)　仕　入
(4)　現　金
120
150
現　金
売　上
120
150
　ただし，設立時の資本取引は，(借 )現金　100 ／ (貸 )資本金　100，仕入商品はす
べて完売したものとする
47　津守常弘 ,「同上」.pp.22-23。
48　Paton,W.A. & A.C..Littleton, An Introduction to Corporate Accounting 
Standards,1940,p46.　中島省吾訳『会社会計基準序説』,p79。
49　Paton,W.A. & A.C..Littleton,Ibid.,ｐ .49.　中島省吾訳『同上訳書』,p.84。           
貸借対照表 損益計算書
現　金 150 資本金 100 売上原価 220 売上高 270
利　益 50 利　益 50
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損益計算 処　　理 利　益
ストック計算 (1)現金 (貸 )　100 → (2)現金 (借 )　120
(3)現金 (貸 )　120 → (4)現金 (借 )　150
20
30
フロー計算 (1)仕入 (借 )　100 → (2)売上 (貸 )　120 20
(3)仕入 (借 )　120 → (4)売上 (貸 )　150 30
　図表 5から明らかなように，複式簿記にもとづく会計計算は，損益計算に限定
すれば，貸借対照表に計上されるストック計算と損益計算書に計上されるフロー
計算という2つの損益計算をおこなっている。これが損益計算において財産法と
損益法で求められる損益の値が等しく，ひいてはクリーン・サープラスのロジッ
クであるといってもよい。ただしここで，ストック勘定である現金勘定は貸借対
照表に純額で表示されるが，フロー勘定である仕入勘定と売上勘定は損益計算書
に総額で表示されることに留意が必要である。注目すべきは，ストック計算に吸
収された現金勘定の増減の原因や理由を説明する情報はフロー勘定であり，換言
すれば，フロー勘定が「稼得過程」の詳細を説明しているということである。し
かし，フロー勘定はストック勘定のように具体的な形態を備えた財貨の増減によ
り計算されるものではなく，フロー勘定の増加にはなんらかの確固たる裏づけが
要求される。これが，実現主義を要請する現実的な事情，たとえば慎重主義なの
とは別次元の，貸借複式簿記に生まれながらに内蔵されている計算構造上の要請
であり，収益費用中心観において「稼得」「実現」概念がきわめて重視される計
算構造的な根拠はまさにここにあるという主張がみられる50。
50　津守常弘 ,p.23。            
　これに対し，資産負債アプローチに立脚した場合，具体的な形態を備えた財
貨の増減のみで利益計算がおこなわれることとなり，収益・費用・利得・損失
は財務業績の説明変数としての機能は低下し，包括利益の内訳要素としてのみ
の位置づけとなる。ここでは複式簿記の機能そのものが必要とされるわけでは
なく，会計の計算構造に大きな変容をきたすことが想定されることはあらため
て述べるまでもない。
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　つぎに，共同プロジェクトの初期段階で収益の認識に資産負債アプローチを
採用するにいたった理由として，SFAC No.5 と SFAC No.6 の不整合すなわち，
「概念フレームワークの内的な矛盾の存在」があげられ，SFAC No.6 の資産
と負債の定義に照らして SFAC No.5 を再構築することを目指していることを
指摘しているが51，ここで提起されている議論を整理するため SFAC No.5 と
SFAC No.6 の相互関係について検証したい。
　SFAC No.5 のこの点に関する考え方は，SFAC No.6 の資産と負債の定義に
合致するもののうち，どの部分を会計上認識すべきなのかという規定と，さら
に認識された資産・負債（純資産）の期間変動額にどのような意味を与える
べきなのか。その問題を扱ったのが SFAC No.5 にほかならないというもので
ある。つまり，SFAC No.5 は SFAC No.6 において資産と負債の定義を満たし
たものについて，(1)定義，(2)測定可能性，(3)目的適合性，(4)信頼性という
4つの規準を設定し (par.63)，かつ一般的制約条件（コスト＜ベネフィット）
を満たしたものを認識測定の対象としている。したがって，SFAC No.6 の定
義を満たさないものはもともと認識測定の対象とはされないのであるから，
SFAC No.6 の規定と SFAC No.5 の規定の間に矛盾があるという指摘はそもそ
も当を得ていないとの指摘がある52。
51　辻山栄子「収益認識をめぐる概念フレームワーク」『企業会計』第57巻7号 ,2005.7.p.7。
52　 辻山栄子 ,「同上」,ｐ .9。            
　こうした観点からは，資産負債アプローチで収益の認識規準を開発するとい
うプロジェクトの開始時点からすでに，議論の基軸がずれているという見方も
できる。
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　まず，これまでの議論を整理するため，資産負債アプローチの根源であろう
と思われる「ストックの変動」に焦点をあてて以下に考察を加える。
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類　　別 原　　　　因 測定目的（機能） 利益観
フローの結果
商製品の生産，販
売活動による価値
の流れ
資産の売却・減耗
等，非経常的に発
生するキャシュ・
フロー　等
インカム・ゲイン 収益費用アプローチ
フローを伴わない
ストックの変動
金融資産等の資産
や負債の時価又は
公正価値の変動
為替換算差額等，
市場相場から生じ
る資産価値の変動
等
キャピタル・ゲ
イン
資産負債アプローチ
（一部筆者加筆修正）
　図表 6で見るように，ストックの変動は，「フローの結果」または「フロー
を伴わないストックの変動」から生じるものである。そして資産負債アプロー
チは，キャピタル・ゲインを測定目的（機能）としていることが理解できる。
企業の経営環境をとりまく経済構造の変化にともない，ストックの規模とその
53　松本敏史「収益費用中心観における収益認識」『企業会計』第55巻11号 ,2003.11.pp.30-31
に拠り，筆者が作成した。            
変動に注目が集まり，財務諸表の開示にリスクの情報が求められることとなっ
ていることは周知のとおりである。こうした意味では，収益費用アプローチは
生産・販売により得られる報告企業が有する収益力の尺度としてインカム・ゲ
インの測定表示に注目してきたものである。そして，両アプローチには，収益
費用アプローチでは測定しえない情報を，資産負債アプローチが補完するとい
う関係があるとの見方もある54。近年の金融商品の時価会計や退職給付債務に
かかる年金会計の導入などがこの関係を象徴するものであろう。しかし，キャ
ピタル・ゲインの内容を含めた利益計算としての資産負債アプローチの機能が，
収益認識上の資産負債アプローチに適用できるか否か疑問である。ここまでの
検証と考察から，共同プロジェクトでは，単に収益費用アプローチのアンチテー
ゼとして資産負債アプローチの採用を模索しているにしか過ぎないように思わ
れる。(1)収益認識上の資産負債アプローチとはどのようなものであろうか，(2)
それにどのような意味があるのであろうか，(3)それがどのような情報価値を
もたらすのであろうか，という前提となる条件が設定されないまま議論がなさ
れていないようにうかがえる。
　上述したように，情報開示のもとではリスク情報の測定というような補完機
能を資産負債アプローチが担っているということは充分納得がいくものであ
る。しかし，経営者の意図の介入の排除，概念フレームワークの内的矛盾の克
服という現行で抱えている問題を差し引いても，そもそも，フローで生じてい
る事象をストックの変動でとらえることは可能であるのかという至極当然な疑
問がある。現在共同プロジェクトから提案されている配分モデルは，「「将来の
経済的便益」という資産の定義（要件）と「将来の経済的便益の犠牲」という
負債の定義（要件）は，資産と負債の認識の必要条件としては機能しているも
54　「資産負債アプローチとは，本来，収益費用アプローチのみでは，定義を満たさない資産
や負債が貸借対照表に任意に計上されることに歯止めをかけるために，資産と負債の認識を
定義によってスクリーニングすることによって，収益費用アプローチを補完する機能を有す
るものであると解釈できる。」　辻山栄子「2つの包括利益」『会計・監査ジャーナル』第19
巻11号2007.11.ｐ35.　という，明快な指摘がある。           
のの，その十分条件としては機能していない。収益の十分条件はあくまでも収
益の稼得過程に着目して導かれているのである。つまり，収益の認識の結果と
して認識される資産や負債はこれらの定義を満たすことは求められるものの，
資産や負債の定義から収益認識の要件が導き出されることはない。55」という
指摘にみられるように，包括的な収益認識の規準となりえるにはあまりにも困
難なものである。
　これまでの検証と考察から，FASBと IASBがプロジェクトに着手する段階
において，第一に繰延収益の問題と経営者の意図の排除という問題意識が提起
されているが，当を得たものではなく56，予め共同プロジェクトにおいてこう
した議論の前提が設定されていないことに起因しているのではないかと思われ
る。要するに，この規準にどのような意味と情報価値を持たせようとしている
のか，また，この規準がどのような意味と情報価値をもたらすのかという「チ
キン・エッグ・パラドックス」に陥っているのではないかと思われる。
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　ここまで収益認識の最近における FASBと IASBなどの収益認識規準のプ
ロジェクトを中心にその変化の過程とその方向性を考察してきた。概念上の問
題点として，IASBにおいても，FASBなどの内情と同様に，資産負債アプロー
チが収益認識の基本概念でありながら，「概念フレームワークに内在する矛盾」
を有しながらさらに「包括的な会計基準が未設定」であるという事情を抱えて
いることが確認できた。
　また，資産負債アプローチによる収益認識規準を新たに設定することが初期
段階の共同プロジェクトでのFASBと IASBの共通認識であったはずであるが，
配分モデルではその基準設定までにいまだ至っていない。そのため，配分モデ
ルでは，「繰延収益」が「契約負債」と科目の名称を変えているだけであると
55　辻山栄子「収益認識と業績報告」『企業会計』第60巻1号 ,2008.1p.50。
56　辻山栄子 ,「同上」p.50。            
みることができ，さらに実現稼得過程アプローチにおける「収益」を「履行義務」，
「稼得過程」を「履行義務の消滅」と称しているだけではないかと批判もあり，
資産負債アプローチによって認識されているかということに関して理論上問題
があるということも理解される。したがって，上述のように，収益認識の規準
にどのような意味と情報価値を持たせようとしているのか，また，この規準が
どのような意味と情報価値をもたらすのかという問題が生じている。
　収益認識の問題は会計の最も根幹であろうと思われる利益計算に直結したも
のである。この問題は，並行して進められている「業績報告」についてのプロジェ
クトとも密接に関連したものであり，業績とは何か，ひいては利益とは何かと
いう問題の議論に帰着することはあらためて指摘するまでもない。したがって，
収益認識の問題の解決がどのように図られるのかについては，会計の基本的フ
レームワークを構築する上で非常に重要な側面である。
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